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④ 鳥取市の高齢化等の状況       資料４ ・・・ P７～ 

⑤ 各種調査の結果 

・健康とくらしの調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 資料５ ・・・ P14～ 

・在宅ケアとくらしの調査（在宅介護実態調査）       資料６ ・・・ P20～ 

・介護人材実態調査                    資料７ ・・・ P27～ 

⑥ 第１０期計画策定に向けた課題整理  資料８ ・・・ P31～ 

・高齢者の移動支援           資料９ ・・・ P43～ 

⑦ 地域包括支援センターの活動実績   資料10 ・・・ P47～ 

（２）指定介護予防支援業務の一部を委託する指定居宅介護支援事業所について 資料11 

・・・ P63～ 

５．そ の 他 

 

６．閉  会 

令和８年度（第１回）鳥取市介護保険等推進委員会 
 

日時：令和８年７月３１日（金）１３：３０～１５：３０ 

場所：鳥取市役所本庁舎６階 会議室６－５～６－６ 

次回（第２回）開催予定 8 月２７日（木）１３：３０～ 市役所本庁舎会議室 



【鳥取市介護保険等推進委員会委員（任期：令和８年６月１日から令和１１年３月３１日）】 （順不同・敬称略）

推薦団体等 出席 氏名 備考

1 鳥取県老人福祉施設協議会 ○ 大橋　茂樹 会長

2 鳥取県老人保健施設協会 ○ 田中　彰 副会長

3 学識経験者（鳥取大学） ○ 竹川　俊夫 教授

4 学識経験者（鳥取大学） ○ 桑野　将司 教授

5 鳥取市社会福祉協議会 ○ 佐々木　隆也 事務局次長

6 鳥取市老人クラブ連合会 ○ 本城　英一 副会長

7 鳥取県小規模多機能型居宅介護事業所連絡会 〇 谷田　翔 事務局長

8 鳥取県介護支援専門員連絡協議会 ○ 宮田　隆平 東部支部理事

9 鳥取県東部医師会 ○ 橋本　渉 在宅医療介護連携推進室室長

10 鳥取県東部歯科医師会 ○ 山根　大樹 公衆衛生部員

11 鳥取県リハビリテーション専門職連絡協議会 ○ 安住　慎太郎 理事

12 鳥取県看護協会 ○ 植木　芳美 専務理事

13 鳥取県薬剤師会 清水　真弓 理事

14 認知症の人と家族の会鳥取県支部 ○ 本城　律惠 東部地区世話人

15 鳥取市社会福祉審議会老人福祉専門分科会 ○ 垣屋　稲二良 分科会長

16 鳥取市社会福祉審議会老人福祉専門分科会 ○ 山本　雅宏 副分科会長

17 鳥取市認知症本人大使「希望大使」 × 藤田　和子

18 公募委員 ○ 有田　裕

19 公募委員 ○ 太田　惠子

【事務局】

出席 氏名

1 ○ 松本　縁

2 ○ 渡邉　聡

3 ○ 澤田　裕子

【説明課等】

出席 氏名

1 ○ 小森　毅彦

2 ○ 山形　孝史

3 ○ 梶　晶子

4 ○ 西尾　靖子

5 ○ 小森　里美

6 ○ 藤木　尚子

7 ○ 森木　公平

8 ○ 森下　息吹

9 ○ 岡﨑　昌史長寿社会課介護保険係長

福祉部次長兼地域福祉課長

地域福祉課指導監査室長

保険年金課医療費適正化推進室長

鳥取市保健所健康づくり推進課長

鳥取市保健所健康づくり推進課健診推進室長

長寿社会課鳥取市中央包括支援センター所長

所属等

長寿社会課鳥取市中央包括支援センター主任

令和８年度第１回鳥取市介護保険等推進委員会　名簿

所属等

福祉部次長兼長寿社会課長

長寿社会課課長補佐兼管理係長

長寿社会課管理係主任

長寿社会課鳥取市中央包括支援センター主任
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チームオレンジ

認知症カフェ

※厚生労働省の資料を基に鳥取市が加工

＜参考資料＞
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2020年まで国勢調査、2025年以降は 取市  ビジョン（令和８年３ 改訂）

7673 9305 11480 13534 16987 21151 25013 26814 27845 32182 34986 35772 35362 34211 34845 34970 34052
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鳥取市の年齢別人口と高齢化率

75歳以上 65 74歳 15 64歳 0 14歳 高齢化率
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150,737
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推計実績
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2020年まで 国勢調査
2025年以降の推計値  本の世帯数の将来推計（2024年推計）（国 社会保障・  問題研究所）のうち、

鳥取県全体の35％(令和２年国勢調査における県全体の世帯数に占める 取市の割合)を鳥取市として算出。
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1203 1155 1166 1284 1225 1267 1298 1364 1462 1508 1479 

1668 1914 1881 1868 1919 1958 2019 2111 2281 2369 2327 
1509 1665 1628 1583 1565 1567 1617 1699 1859 1938 1902 
2008 2101 2054 2038 2017 1974 2085 2177 
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要支援認定者・要介護認定者数の推移

要介護５
要介護４
要介護３
要介護２
要介護１
要支援２
要支援１

2015 2024年までは介護保険事業状況報告（年報）、2025年は同（月報）実績値。
2030年以降は、推計人口に2025年時点の認定率※をかけた数値

※認定率には2025年における①65 74歳、②75 84歳、③85歳以上の階層ごとの
要支援１ 要介護５の認定者数／2025年の① ③各階層の推計人口を用いた

推計値
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要介護原因 の男女別の割合（市全域）

＜参考資料＞
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＜参考資料＞
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鳥取市介護給付費の推移

※2025年まで給付実績、2030以降は推計認定者数に認定者  当たり給付費を乗じた値
※認定者一人当たり給付費＝2025年度の給付費/認定者数（月報）
※介護給付費には、地域包括支援センター運営費を含む

174 175 174 177 181 183 191
211 221 217

0
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150
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2020 2021 2022 2023 2024 2025 2030 2035 2040 2045

推計実績
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施設給付費 居宅給付費

※居宅給付費と施設給付費の国 出 では、各保険者ごとの住 の年齢や所得に応じて、
国の負担率を調整する仕組みが導 されている。
 取市は国庫負担率が上乗せされ、上乗せされた 額分だけ１号保険料が軽減される。

※上限額が決まっているため、上限額を
超えると交付 や保険料は充当できず、
全額鳥取市費となる。

※円の面積は、各費用の規模を表します。（R7年度決算 込額を使 ）
総合事業・任意事業は円の直径を２倍にしています。

直径×2

介護保険事業の財源の仕組み

包括的支援事業
・任意事業

23%

27%25%

12.50%

12.50%

23%

27%
20.00%

17.50%

12.50%
23%

27%25%

12.50%

12.50%

23%

38.50%
19.25%

19.25%

総合
事業
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健康とくらしの調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）結果（抜粋）

調査の概要

資料５
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健康とくらしの調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）結果（抜粋）

１） 外出頻度について

5.0％39593.1％7,4394.9％39518.5％1,47712.4％99257.2％4,5757,9942025

5.3%38692.3%6,7064.5%32515.4%1,12011.1%80561.3%4,4567,2642022

44.2％3,53733.1％2,64818.1％1,4472.6％2087,9942025

41.3%3,00131.3%2,27621.9%1,5903.1%2287,2642022

①外出頻度は、「週５回以上（57.2％）」が最も多い。「週１回以上の合計」では９割以上となってい
る。
②昨年度と比べて外出回数が、「減っていない（44.2％）」が最も多い。
①②とも、2022年の前回調査よりも割合が高くなっており、外出頻度は増加傾向となっている。
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健康とくらしの調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）結果（抜粋）

2）様々な活動にどのくらいの頻度で参加しているか（■週１回未満 ■週１回以上）

0 10

2.6
2.1
2.5

『■週１回以上』の参加割合を2019年や2022年の調査と比べると、「③健康体操やサロンなどの介護
予防のための通いの場」や「④スポーツ関係のグループやクラブ」、「⑨収入のある仕事」が他の活動と
比較して、増加幅が大きい。
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健康とくらしの調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）

３） 口腔・栄養について

66.5％5,31431.7％2,5357,9942025

63.4%4,60634.3%2,4917,2642022

75.8％6,05722.3％1,7847,9942025

74.9%5,44022.5%1,6377,2642022

74.8％5,98322.4％1,7887,9942025

75.2%5,46021.6%1,5687,2642022

81.2％6,49314.7％1,1727,9942025

79.2%5,75016.4%1,1897,2642022

スクの傾向に大きな変化は見られない。

17



健康とくらしの調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）結果（概要）

４） 転倒・身体機能について

67.8％5,41822.1％1,7668.5％6787,9942025

69.2%5,02920.5%1,4878.2%5977,2642022

２０２２年の前回調査と比べると、①過去１年間に転倒経験が「何度もある」、「１度ある」と②階段を
手すり等を使用しないで昇ることが「できない」が増加傾向となっている。また、③１５分位の継続歩行が
「できるし、している」の割合が減少しており、運動機能が低下している傾向となっている。

6.1％49024.9％1,99167.2％5,3697,9942025

6.6%48122.5%1,63268.7%4,9937,2642022

18.3％1,45929.9％2,39449.6％3,9677,9942025

17.6%1,28228.9%2,10151.0%3,7057,2642022

18



19



20



21



0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

22



20.7%
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その他

※介護保険利 サービス以外の 援・サービスを利 していない・無回答を除く。
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※介護保険利 サービス以外の 援・サービスを利 していない・無回答を除く。
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※割合は総回答数（282件）における割合
※回答者数は258人（無回答者133名）
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単位  

0 0 0 0 1 00 2
6

1 0 00 0
8

25

10 9
2 2 3 1

34

52

2
7

20

10
3

31

0 1 2

13

24

9

0 0 0 0 1 10 0 0 0 1 1
0

10

20

30

40

50

60

65~69歳 70~74歳 75~79歳 80~84歳 85歳~89歳 90歳以上

本人の年齢別の主な介護者の年代別人数（n=282）

30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上 わからない 無回答
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【　基本理念　】

【基本方針１】
健康づくりと「リエイブルメント」により介護予防の実現

施策目標① 高齢者が自分の状態にあった方法で健康づくり、
介護予防に取組むことができる （※重点施策）

施策目標② フレイル等の状態が悪くなっても「リエイブル
メント」できる （※重点施策）

【基本方針２】
自己実現を可能にする環境づくり

施策目標③ 認知症や要介護状態になっても助け合って暮らし
続けることができる （※重点施策）

施策目標④ 意思決定が困難になってもその人らしい暮らしを
継続することができる （※重点施策）

施策目標⑤ 個人・専門職・地域等の困りごとを相談できる体
制ができている （※重点施策）

施策目標⑥ 地域活動が活発で社会参加がすすんでいる
（※重点施策）

【基本方針３】
未来にわたり持続可能な制度づくり

施策目標⑦ 必要とされる介護サービスが提供できる

施策目標⑧ 介護現場の業務が効率化及び改善され、介護人材
の確保・定着・育成ができている （※重点施策）

施策目標⑨ 介護サービスが適切に利用されている

施策目標⑩ 災害・感染症発生時でも継続してサービス提供が
できる

…　P35

…　P36

…　P37

…　P39

…　P41

…　P40

…　P38

第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画　施策体系

…　P32

…　P33

…　P34

「第９期計画における取組」と「第１０期計画に向けた課題等」

住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるまちづくり

資料８
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基本方針１

健康づくりと「リエイブルメント」により介護

予防の実現

施策目標①

高齢者が自分の状態にあった方法で健康づくり、

介護予防に取組むことができる

【第９期計画における取組】 ＜第１０期計画に向けた課題等＞

■施策の方向性
○自分の健康状態を把握し、自身の治療や療養の方
針を正確な情報に基づいて考えることができる
○年齢にかかわらず生きがいや趣味を持ち、生活を
楽しむことができる
○健康づくりに主体的に取り組む人が増えること
で、そうでない人も自然と健康的な生活を送ること
ができる地域になる

■主な成果指標
・かかりつけ医のいる者の割合
・医師の治療方針を理解している者の割合
・幸福感がある者の割合
・うつ病のある者の割合

■主な活動指標
・国保特定健康診査の実施率
・（参考）後期高齢者健康診査の実施率
・保健事業と介護予防の一体的実施事業／健康状態
不明瞭者の把握事業数
・保健事業と介護予防の一体的実施事業／フレイル
予防の啓発数
・介護予防出前講座の開催数及び参加者数
・国保特定保健指導の実施率

○国保特定健康診査
・受診率の向上：未受診者への個別勧奨を効果
的に行う
・みなし健診の活用：医療機関との連携により
医療機関受診者のデータを健診結果とみなす取
組を推進する
・関係機関連携の実効性：広報を「実施した」
で終わらせず、受診行動につなげる連携が重要

○保健事業と介護予防の一体的実施事業
・対象者の把握を拡大：全市域展開の実を伴わ
せるため、ハイリスク者を確実に把握・介入す
る仕組みづくり
・フレイル予防の知識の普及拡大：関係機関と
連携し、通いの場への介入の機会を増やし、普
及啓発を行う

○介護予防出前講座
・介護予防の知識の普及拡大：圏域毎の健康や
生活の課題を参考に、重点的な啓発の実施
・周知方法の見直し：既存の広報が届いていな
い層への新たな周知手段の検討

○国保特定保健指導
・利用率の向上：健診で抽出された対象者を保
健指導につなげる利用勧奨の実施
・対象者のニーズ合わせた指導：委託機関と連
携し利用しやすい体制づくりを行うとともに、
生活実態を踏まえた効果的な保健指導を実施
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基本方針１

健康づくりと「リエイブルメント」により介護

予防の実現

施策目標②

フレイル等の状態が悪くなっても「リエイブル

メント」できる

【第９期計画における取組】 ＜第１０期計画に向けた課題等＞

■施策の方向性
○再自立（リエイブルメント）の考えが共有され、
住民や専門職にそのイメージが共有され、「再自立
（リエイブルメント）できる」という考えが一般的
になる
○本人の目指す再自立（リエイブルメント）があ
り、本人、家族、専門職との間でそのイメージが共
有される
○再自立（リエイブルメント）可能かどうか、適切
な判断を受けることができ、その説明に納得するこ
とができる
○効果的に再自立（リエイブルメント）できる体制
がある
○再自立（リエイブルメント）した後も、自己管理
（セルフマネジメント）によって自立した生活が継
続できる

■主な成果指標
・新規要支援・要介護認定者の平均年齢
・短期集中予防サービス終了１年後の認定の変化
・サービス利用時の目標が、サービス終了後に継続
して達成できている度合

■主な活動指標
・介護予防ケアマネジメントの実施数
・保健事業と介護予防の一体的実施事業／フレイル
の有リスク者への介入支援数
・短期集中予防サービス利用者及びプログラム修了
者数
・新規要支援認定者数における短期集中予防サービ
スの利用率

○介護予防ケアマネジメント
・実施体制の確保：対象者増を見据えた直営・
外部委託の適切な役割分担

○保健事業と介護予防の一体的実施事業
・介入支援数の量的拡大：全市域展開の実を伴
わせるため、介入対象を増やす
・支援の質の向上：対象者が主体的に取り組め
る個別性に応じた提案や個別目標の設定による
効果的支援
・実施体制・方法の見直し：拡大後の体制を効
率的・効果的に運用する仕組みづくり

○短期集中予防サービス
・利用者数の伸び悩みの打開：ケアマネジメン
トで「改善が見込める人」を確実に本サービス
へつなぐ働きかけ
・運用の改善：事業所・地域包括支援センター
の運用上の課題の明確化と解消
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基本方針２

自己実現を可能にする環境づくり

施策目標③

認知症や要介護状態になっても助け合って暮らし

続けることができる

【第９期計画における取組】 ＜第１０期計画に向けた課題等＞

■施策の方向性
○介護保険制度や高齢者福祉制度では対応が難し
い、生活のうえでのちょっとした困りごとが、住民
同士の支えあいによって助け合うことができる
○高齢になっても住み慣れた地域での生活が続けら
れるよう、以前から生活している住まいで暮らし続
けることができたり、住まいを借りることができた
りするなど、住まいを確保することができる
○認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関す
る正しい理解を深めるとともに、認知症になっても
早い段階でさまざまな支援につながる環境があるこ
とで、生活の安心・安定を得て自分らしく暮らすこ
とができる
○認知症や要介護の本人や家族の心理的、経済的、
身体的な負担が軽減するような取組みが行われる
○認知症や要介護状態になっても、本人の望む社会
参加を継続することができ、継続することができる
ための環境がある
○退院時や看取り期など、医療と介護が適切に連携
でき、支障なく生活を送ることができる
○認知症が進行した時、身体状況が悪化した時に、
必要なケアが受けられる事業所、施設、医療機関が
整備されている
○鳥取市認知症施策推進基本計画の策定検討

■主な成果指標
・ソーシャル・キャピタル得点（助け合い）
・ソーシャル・キャピタル得点（連帯感）
・認知症の人の大声や暴力、歩き回るなどの行動
は、満たされない時に起こると思う者の割合
・認知症の人も地域活動に参加した方が良いと思う
人の割合
・認知症の人が、記憶力が低下して判断することが
できなくなっても、日々の生活について本人が決め
る方が良いと思う者の割合
・医療・介護事業者へのアンケートによる連携達成
度指数の平均値
・認知症専門ケア加算の取得事業所数

■主な活動指標
・介護支援ボランティア制度登録者数
・ファミリー・サポート・センターの登録会員数及
び支援回数等
・認知症に関する情報の普及啓発回数及び参加人数
・認知症初期集中支援チームの支援件数
・認知症高齢者等やすらぎ支援員派遣事業利用者数
・寝具丸洗い乾燥消毒サービス利用人数
・日常生活用具購入助成サービス利用人数
・軽度家事援助サービス実施数
・家族介護用品購入費の助成人数
・家族介護慰労金の支給人数
・認知症カフェの開催回数及び認知症本人参加回数
・チームオレンジの設置、あり方に関する検討　な
ど

○介護支援ボランティア
・登録者を「実際に活動する人」へつなぐ仕組
みづくり
・活動施設（受け皿）の拡大

○ファミリー・サポート・センター
・協力会員（支える側）の新規確保と世代交代
・高齢化による退会を上回る新規登録者の獲得
・民生委員以外も含めた周知ルートの多様化

○認知症に関する普及啓発
・「新しい認知症観」を市民が実感として理解
する啓発への転換
・認知症の本人が語る機会・場の確保

○認知症初期集中支援事業
・早期診断につなぐ医療機関との連携強化
・支援チームを核とした地域ネットワークの構
築・活用
・支援後の継続的な見守り体制への接続

○認知症高齢者等やすらぎ支援員
・支援員・利用者の固定化の解消
・新規支援員の確保と新規利用者の掘り起こし

○寝具丸洗い乾燥消毒サービス
・事業廃止も含めて、時代に合った事業整理が
必要

○日常生活用具購入助成サービス
・事業ニーズを踏まえて、事業廃止も含め検討

○軽度家事援助サービス
・類似の事業があるため、事業の整理が必要

○家族介護用品購入費助成
・対象者・対象品目のニーズ、時代に合った品
目の見直し

○家族介護慰労金
・対象要件の適切な運用

○認知症カフェ
・認知症本人の参加促進
・認知症地域支援推進員との連携による運営支
援

○チームオレンジ
・サポーターをチーム組成へつなぐ後方支援の
充実
・チームの継続的な活動と、本人・家族ニーズ
とのマッチング
・認知症サポーター養成 → チームオレンジと
いう流れの確立　など
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基本方針２

自己実現を可能にする環境づくり

施策目標④

意思決定が困難になってもその人らしい暮らしを

継続することができる

【第９期計画における取組】 ＜第１０期計画に向けた課題等＞

■施策の方向性
○これからの暮らしを考えたり、話し合ったりする
ことができ、本人の意向に沿った状態・環境で過ご
すための準備をあらかじめ行うことができる
○ものごとを順序立てて処理するなどの遂行力が低
下したとしても、生活状況が著しく悪化したり、負
債が増加したりする前に手助けしてもらうことがで
き、必要な手続きが適切に行われる
○意思の表出や決定が困難になった場合でも、本人
の意思が尊重され、本人が意思決定する手助けを受
けられるなどの適切な意思決定の支援を受けること
ができる

■主な成果指標
・ACPを知っている人の割合
・最終段階について話し合ったことがある人の割合
・意思決定してほしい人の、「いない」「無回答」
の割合

■主な活動指標
・在宅医療・介護連携推進事業での普及啓発回数及
び延参加者数
・成年後見制度利用促進に係る中核機関での相談件
数
・市民後見人の候補者名簿登録者数

○在宅医療・介護連携推進事業
・幅広い年齢層への啓発：高齢者本人だけでな
く、意思決定を支える子ども世代・現役世代へ
の啓発をどう届けるか
・他部門連携による効果的啓発：地域保健等と
の連携により、単発でなく効果的な啓発機会を
確保する
・専門職の実践力向上：啓発（知識）から現場
での実践（研修）への深化
・意思決定局面での実践：入院・施設入所者と
その家族に対する具体的なACPの推進

○成年後見制度利用促進
・市民後見人の受任促進：育成した候補者を実
際の受任（活動）につなぐマッチングの改善
・担い手の量的確保：認知症・ひとり暮らし高
齢者の増加に伴う需要増に対応する担い手（市
民後見人など）の確保
・中核機関機能の充実：とっとり東部権利擁護
支援センターを核とした地域連携ネットワーク
の強化
・適切な後見人選定：受任調整会議の役割の整
理
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基本方針２

自己実現を可能にする環境づくり

施策目標⑤

個人・専門職・地域等の困りごとを相談できる体

制ができている

【第９期計画における取組】 ＜第１０期計画に向けた課題等＞

■施策の方向性
○近所や地域の人の見守りがあり、困ったときに相
談の後押しをしてくれたり、代わって相談してくれ
たりする人が増える
○福祉的問題を抱える人についての相談先が、少な
くとも１つ以上知られていることで、相談機関に繋
がることができる可能性を高めることができる
○窓口で困りごとを相談したときに、直接関係する
窓口でなかったとしてもその場で断られず、関係す
る窓口に繋いでもらえたり、何らかの対応がしても
らえたりするようになる
○単一の支援機関や住民相互の間だけで解決が困難
な問題が発生した時に、必要な支援機関や住民団体
同士で問題が共有され、専門職がチームとして解決
に動くことができる
○相談した困りごとについて、対応の経過や結果が
簡単にでも地域と共有され、地域の人から相談プロ
セスが信頼されるようになる
○専門職や支援機関同士で、支援する中で抱えてい
る困りごとを共有し、相互に助言や支援を得ること
ができる
○地域の中で起きている困りごとを、地域の中で話
し合う仕組みがある

■主な成果指標
・地域包括支援センターへ寄せられた相談件数
・地域包括支援センターを知っている高齢者の割合
・ソーシャル・キャピタル得点（連帯感）

■主な活動指標
・地域住民や団体、専門職との連携を図った回数
・個別事例に関する会議の実施回数
・地域リハビリテーション活動支援事業における個
別支援及び事業所支援の実施数

○地域住民や団体、専門職との連携
・既存の連携の場・会議の把握と全体での共有
・地域包括支援センターを核とした身近な相談
窓口のネットワーク化
・「点」で存在する窓口を「面」の相談体制へ

○個別事例に関する会議
・個別事例を検討する機会の確保
・個別事例から地域課題を把握・集約する仕組
みづくり
・集約した地域課題の政策・地域づくりへの還
元

○地域リハビリテーション活動支援事業
・専門職の事業目的への理解を促進し、実際の
利用につなげる
・他事業（介護予防・通いの場等）と連動した
周知

○地域ケア会議等
・個別会議の開催数の増加
・個別会議から推進会議へつなぐ運営の仕組み
づくり
・会議が形骸化しないための効率的・効果的な
運営

○地域の困りごとを話し合う仕組み
・地域の困りごとを話し合う場の設置（住民・
関係団体との協働）
・生活支援コーディネーターとの連携の実効性
確保
・住民主体で場を運営・継続する担い手の確保
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基本方針２

自己実現を可能にする環境づくり

施策目標⑥

地域活動が活発で社会参加がすすんでいる

【第９期計画における取組】 ＜第１０期計画に向けた課題等＞

■施策の方向性
○社会参加の必要性や介護予防に対する効果が広く
理解され、社会参加したいと考える人が増える
○介護予防や健康づくりを目的とした集まりに限ら
ず、趣味、スポーツ、ボランティアなどの多様な社
会参加の方法・場所・内容があり、集まりを立ち上
げたい時や参加したい時に、必要な情報を受け取る
ことができる
○地域活動を支援する人がいて、人と人、人と団体
を繋ぐことができることで、地域活動がますます活
発になる
○社会参加するための多様な手段、方法がある

■主な成果指標
・社会参加率
・ソーシャル・キャピタル得点（社会参加）
・グループ活動への参加意向がある者の割合

■主な活動指標
・通いの場への参加者数
・シルバー人材センター会員数
・地域支え合い推進員の配置人数及び活動状況
・公共交通機関等利用助成事業の助成件数

○ふれあい・いきいきサロン支援事業
・代表者・ボランティアの担い手不足の解消と
世代交代
・福祉学習等を活用した新たな担い手の育成
・既存サロンの継続実施

○シルバー人材センター
・利用者の身体状況・ニーズに応じた家事援助
サービスの提供
・就労を通じた高齢者の社会参加の受け皿とし
ての機能維持
・サービスの担い手（会員）の確保

○地域支え合い推進員
・現状を踏まえた活動方向性の抜本的見直し
・推進員の役割の明確化と情報共有の強化

○公共交通機関等利用助成事業
・高齢者の社会参加と生きがいづくりを促進
・引きこもりの防止等介護予防、健康寿命の延
伸
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基本方針３

未来にわたり持続可能な制度づくり

施策目標⑦

必要とされる介護サービスが提供できる

【第９期計画における取組】 ＜第１０期計画に向けた課題等＞

■施策の方向性
○在宅での生活を支えるサービスがあり、在宅介護
を受ける人が支えられている
○中山間地域の活用できる資源が民間、公的サービ
スともに少ない環境であっても、必要なサービスが
維持され、適切なサービスを受けることができる
○地域の介護の拠点となる小規模多機能型居宅介護
の整備が進み、地域に向けて開かれている
○計画した認知症グループホームの整備が進んでい
る

■主な成果指標

■主な活動指標
・事業所定員に対する稼働状況
・小規模多機能型居宅介護事業所の整備状況
・認知症高齢者グループホームの整備状況

○事業所定員に対する稼働状況
・サービス種別ごとの稼働実態等を把握と計画
的な整備

○小規模多機能型居宅介護事業所の整備状況
・日常生活圏域ごとの整備状況の把握と計画的
な整備
・新規参入を促す環境づくり

○認知症高齢者グループホームの整備状況
・認知症高齢者の増加見込に対応した実態の把
握と、計画的な整備
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基本方針３

未来にわたり持続可能な制度づくり

施策目標⑧

介護現場の業務が効率化及び改善され、介護人材

の確保・定着・育成ができている

【第９期計画における取組】 ＜第１０期計画に向けた課題等＞

■施策の方向性
○介護の仕事に専門的な知識が必要であると理解さ
れ、イメージが向上し尊重されるようになる
○処遇改善加算等の活用が進み、介護職で生活をし
ていくことができる給与を得ることができる
○介護の仕事でのキャリアアップがイメージできる
○適切な人員配置が行われることや、介護の仕事が
効率化されること等を通じて、時間外勤務が減少す
る
○新規に介護の仕事に就く人が増える、専門的な資
格が不要な仕事を担う人が増える

■主な成果指標
・介護職員処遇改善加算取得率
・職員離職率
・法定配置人数に対する人員充足率
・施設定員に対する稼働状況（特別養護老人ホー
ム、介護老人保健施設、介護医療院）

■主な活動指標
・処遇改善加算の要件周知実施数
・介護ロボットやＩＣＴ機器の導入支援事業所数

○処遇改善加算の要件周知
・未取得の事業所への取得促進
・要件周知にとどまらず、事務負担軽減など取
得しにくい要因への支援

○介護ロボットやICT機器の導入支援
・導入支援の継続と、導入率の向上
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基本方針３

未来にわたり持続可能な制度づくり

施策目標⑨

介護サービスが適切に利用されている

【第９期計画における取組】 ＜第１０期計画に向けた課題等＞

■施策の方向性
○確かな見立てに基づいて、地域包括支援センター
やケアマネジャー、介護事業所等が専門職の助言・
情報提供を得ながら、必要なサービスを提案するこ
とができる
○利用者や家族がサービス利用の目的、目標の達成
やサービス利用の終了について納得して、サービス
利用を開始することができる
○介護保険制度の仕組みや費用について、介護事業
者や市民等が正しく知っている
○事業所の運営が適正に行われるよう、運営指導や
監査、点検等が計画的に行われる
○認定申請の前に、インフォーマルサービスや交流
の場の利用を検討することができる

■主な成果指標

■主な活動指標
・ケアプラン点検の点検実施数
・運営指導実施数

○ケアプラン点検
・全ケアマネジャーを2年に1度カバーする点検
体制の維持
・点検を通じたケアマネジメントの質向上

○運営指導
・指導件数の維持・達成（年間目標200件）
・件数達成にとどまらない、サービスの質確
保・給付適正化の実効性
・国の指導方針を踏まえた標準的・計画的な指
導の継続
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基本方針３

未来にわたり持続可能な制度づくり

施策目標⑩

災害・感染症発生時でも継続してサービス提供が

できる

【第９期計画における取組】 ＜第１０期計画に向けた課題等＞

■施策の方向性
○髙齢者施設でＢＣＰが策定されることで、災害時
の対応が検討され、備えができている
○地域の中で、災害時に支援が必要な人が把握さ
れ、声掛けや助け合いができる地域の関係がある
○福祉避難所の開設に向けて必要な物資の備蓄や訓
練が行われ、市と事業所との連携がとられながら災
害時に開設・受入することができる
○普段から多機関連携が行われ、あるいは訓練が実
施され、災害時に円滑な連携を取ることができる

■主な成果指標
・避難確保計画策定率
・BCP策定率
・自力避難困難時、周囲に助けを求められる者の割
合

■主な活動指標

・策定率の実態把握：市内事業所のBCP策定状
況を調査し、「未設定」の指標を可視化

・未策定、小規模事業所への重点支援：策定が
難しい小規模事業所を中心とした策定支援
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【資料 10－②】 

地域包括支援センター活動実績の推移 

１ 総合相談支援業務  

地域高齢者等に関する様々な相談を全て受け止め、適切な機関・制度・サービスにつなぎ、継続的に

フォローするとともに、必要に応じて地域包括支援センターの各業務につなげていくことが目的です。 

 

（１）窓口・電話相談 

○相談件数の推移                                 （件） 
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令和５年度 令和６年度 令和７年度

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

鳥取中央 １，１１８ ８６６ ５０９ 579 

鳥取北 ７４１ ８６８ ６３０ 518 

鳥取西 ９９６ ９２３ ６３４ 936 

鳥取東 ５２１ ９０２ ６７８ 604 

鳥取南 ５７０  ５２３ ８２７ 898 

鳥取桜ヶ丘 ５６３ ８６３ ７１３ 646 

鳥取高草 ４８０ ６４２ ５９２ 715 

鳥取湖東 １，０１２ ４９７ ６６４ 683 

鳥取市東部 ３８７ ４２２ ３６６ 430 

鳥取市南部 ６２５ ３１６ ２２３ 279 

鳥取市西部 ４５０ ７４８ ５３４ 581 

合 計 ７，４６３ ７，５７０ ６，３７０ ６，８６９ 
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【資料 10－②】 

（２）訪問活動 

○訪問件数の推移                                 （件） 
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   年度 

包括名 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

鳥取中央 １９６ ２１７ １９５ １４１ 

鳥取北 ７１５ ７６８ ４６７ ４２３ 

鳥取西 ５７７ ３９０ ４６１ ５７６ 

鳥取東 ２７６ ５１７ ２２７ ３３０ 

鳥取南 ５９４ ６３４ ６８４ ６７３ 

鳥取桜ヶ丘 ６５９ ９０１ １，１２２ ９３４ 

鳥取高草 ４２３ ４６７ ３３７ ４９９ 

鳥取湖東 ３６２ ２１４ ５４２ ５０６ 

鳥取市東部 ３３０ ２４５ １６４ １３３ 

鳥取市南部 ４９６ ３３３ ３９２ ４０８ 

鳥取市西部 ４９２ ６１５ ３３２ ２０７ 

合 計 ５，１２０ ５，３０１ ４，９２３ ４，830 
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【資料 10－②】 

２ 権利擁護業務 

 権利侵害を受けている、または受ける可能性が高いと考えられる高齢者等が、地域で安心して尊厳の

ある生活が送れるよう、権利侵害の予防や対応、権利行使の支援を専門的に行うものです。 

（１）権利擁護相談 

  総合相談支援業務の中には、「やむを得ない事由」による老人福祉施設への措置、「高齢者虐待」、

「複合化、複雑化した支援困難事例」、「消費者被害」など「権利擁護」の視点に基づいてかかわること

が必要な相談も増えています。地域包括支援センターでは、社会福祉士が業務に必要な実践的な知識・

スキルの習得に努めながら、これらの権利擁護相談に対応しています。 

 

○権利擁護相談件数の推移                               （件） 
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   年度 

包括名 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

鳥取中央 ６６ ４７    ４３ ４２ 

鳥取北 ３４ ４５ ２６ １７ 

鳥取西 ４２ ５４ １４０ ９６ 

鳥取東 ２０ １４ ９ １５ 

鳥取南 ２１ ２５ ３４ ８８ 

鳥取桜ヶ丘 １５ ３８ １８ ２９ 

鳥取高草 １８ ２２ ４１ ２９ 

鳥取湖東 ４２ ２１ ２４ ２８ 

鳥取市東部 ９ ３４ ２０ １６ 

鳥取市南部 １４ １４ ３ ４ 

鳥取市西部 ２３ １７ １２ ３７ 

合 計 ３０４ ３３１ ３７０ ４０１ 
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【資料 10－②】 

（２）成年後見制度の活用 

本人や家族・親族、関係機関等からの相談や実態把握によって、認知症等により判断能力が低下し、

契約行為等が困難と考えられる高齢者については、権利擁護の観点から成年後見制度（後見、保佐、

補助の各類型）の利用が円滑に行われるよう積極的に支援しています。特に、親族の申立てが困難な

方については市長申し立てを行っています。 

 

○成年後見制度の市長申立て件数の推移                       （件） 
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   年度 

包括名 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

鳥取北 １０ ５ ４ ７ 

鳥取西 ４ １ １ ３ 

鳥取東 ２ ４ ０ ３ 

鳥取南 ４ １０ ８ ３ 

鳥取桜ヶ丘 ７ ０ ０ ３ 

鳥取高草 ６ ３ １ １ 

鳥取湖東 ０ ０ ３ ４ 

鳥取市東部 ２ １ ０ ０ 

鳥取市南部 ４ ３ ０ ２ 

鳥取市西部 ０ ４ ０ １ 

合 計 ３９ ３１ １７ ２７ 
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【資料 10－②】 

（３）高齢者虐待対応事業 

窓口相談等を通じて把握された高齢者への虐待について、訪問等による調査を行い、必要に応じて

分離等を行うなど適切な支援につながるよう対応しています。 

 

○高齢者虐待の相談件数の推移（重複あり）                      （件） 
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   年度 

包括名 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和 7 年度 

鳥取中央 ２１ １０ １５ 13 

鳥取北 １８ ６ ９ 6 

鳥取西 １７ ２１ ６4 30 

鳥取東 ７ １１ ２ 3 

鳥取南 ７ ７ ７ 24 

鳥取桜ヶ丘 ６ １２ ５ 12 

鳥取高草 １０ １９ ２５ 7 

鳥取湖東 ２５ １２ １０ 12 

鳥取市東部 １ ８ １１ 11 

鳥取市南部 １ ７ １ 2 

鳥取市西部 ６ ５ ４ 2５ 

合 計 １１９ １３８ １５3 １４５ 
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【資料 10－②】 

 

○高齢者虐待の相談・通報受理件数、虐待認定件数の推移                （件） 
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年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和 7 年度 

受理件数 ５２ ４３ ４３ ５２ ８１ ４０ 

認定件数 ２６    ２３ １７ ２０ ２７ １２ 
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【資料 10－②】 

３ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

（１）地域の関係機関との連携 

支援の必要な認知症の高齢者や、単身高齢者を早期に発見し、支援していくためには、地域の民生

委員、介護保険事業者、医療機関等の福祉保健関係者らのネットワークの構築が不可欠です。主治医

や介護支援専門員、リハビリ専門職などの多職種協働のほか、民生委員や地域の福祉関係者と連携し、

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう支援に取り組んでいます。特に民生委員との関係に

ついては、定例会などへの出席を通して、顔の見える関係を維持していくことで、情報の共有を図っ

ています。 

また、東部地区在宅医療介護連携推進協議会が主催する医療や介護に従事する多職種研修会に参加

するなど医療・介護関係者との関係づくりに取り組んでいます。 

 

（２）介護支援専門員支援 

居宅介護支援事業所及び小規模多機能型居宅介護支援事業所の介護支援専門員を支援するため、困

難事例等への対応支援や、スキルアップのための事例検討、研修会を開催しています。これらについ

ては、結果的に圏域内の居宅介護支援事業所間のネットワーク構築や、介護支援専門員が圏域内の主

任介護支援専門員から相談支援を得る機会の提供にも寄与するものとなるよう計画しています。 

 

○介護支援専門員支援状況の推移                           （回） 
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【資料 10－②】 

４ 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（１）要支援者等の介護予防ケアプラン作成 

地域包括支援センターでは、指定介護予防支援事業者として、要支援者（「要支援１」・「要支援２」

に認定された方）の介護予防ケアプランを作成しています。 

また、介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援

事業）における要支援者及び事業対象者の介護予防ケアプランを作成しています。なお、居宅介護支

援事業所に委託している介護予防支援・介護予防ケアマネジメントに関しては、主任介護支援専門員

が確認し、自立支援型や目標志向型のプランとなるよう助言を行っています。 

 

○介護予防ケアプラン作成状況の推移                         （件） 
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   年度 

包括名 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和 7 年度 

鳥取北  ３，３０４ ３，３１１ ３，６１０ ３，６９４ 

鳥取西 ２，０４８ ２，０１９ ２，０４６ ２，１５４ 

鳥取東 １，７９８ １，８３９ １，８１６ １，８４２ 

鳥取南 ２，５５５ ２，７８３ ２，６２９ ３，１７９ 

鳥取桜ヶ丘 １，２２１ １，０５７ ９８０ １，１１９ 

鳥取高草 ２，４８８ ２，５８８ ２，７２５ ２，６４６ 

鳥取湖東 ２，５０６ ２，３６４ ２，５２８ ２，４９７ 

鳥取市東部 １，１７８ １，０２７ １，１１８ １，０９２ 

鳥取市南部 １，７１７ １，７４４ １，７０５ １，７３５ 

鳥取市西部 ２，９４６ ２，８５２ ２，６７２ ２，６５６ 

合 計 ２１，７６１ ２１，５８４ ２１，８２９ ２２，６１４ 
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【資料 10－②】 

（２）居宅介護支援事業所への委託状況 

要支援者の介護予防ケアプランは、主に地域包括支援センター（指定介護予防支援事業者）が作成

していますが、業務の一部を居宅介護支援事業所の介護支援専門員に委託しています。 

 

○地域包括支援センターから居宅介護支援事業所への介護予防ケアプラン委託件数の推移  （件） 
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   年度 

包括名 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和 7 年度 

鳥取北 ７９３ ６５２ ７２７ ８５４ 

鳥取西 ７０６ ６２８ ８３５ ８７９ 

鳥取東 ３３２ ３２５ ３１１ ３２１ 

鳥取南 ４７５ ４０８ ３１０ ４４９ 

鳥取桜ヶ丘 ３９７ ３３４ ２７５ ３２８ 

鳥取高草 ６１１ ６９５ ８８７ ９３２ 

鳥取湖東 ５９１ ５０１ ５２９ ５８４ 

鳥取市東部 ４２９ ３４５ ２９０ ４２４ 

鳥取市南部 ３３０ ５３０ ４６８ ５１１ 

鳥取市西部 １，２４０ １，１９４ ９９０ １，１２７ 

合 計 ５，９０４ ５，６１２ ５，６２２ ６，４０９ 
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【資料 10－②】 

５ 介護予防普及啓発事業 

介護予防などの普及啓発活動 

  いつまでも健康で生活し続けるためには、一人ひとりが健康づくりや介護予防の重要性を理解し、

自発的に継続して取り組むことが重要です。介護予防に関する知識の普及啓発をするため、講演会の

開催や、運動、栄養、口腔等に係る介護予防教室等を開催しています。 

  

  

○介護予防などの普及啓発事業の推移                          （回） 
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介護予防普及啓発事業（回）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

   年度 

包括名 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和 7 年度 

鳥取中央 １１ ９ ２０ １４ 

鳥取北 ６ ５ １８ ３８ 

鳥取西 ６ １１ １０ １７ 

鳥取東 ３１ ３７ ３６ ６１ 

鳥取南 ２５ ３０ ３８ ４０ 

鳥取桜ヶ丘 １７ ４２ ３３ ４４ 

鳥取高草 ２ ９ １９ ２０ 

鳥取湖東 ６ ６ １２ １６ 

鳥取市東部 ２ ７ ５ １８ 

鳥取市南部 １５ １４ ３９ １９ 

鳥取市西部 ７ １０ ２０ ５ 

小計 １２８ １８０ ２５０ ２９２ 

長寿社会課 ０ ０ ０ ０ 

健康づくり 

推進課 等 
２３１ ２６１ ２７２ ３３５ 

合 計 ３５９ ４４１ ５２２ ６２７ 
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【資料 10－②】 

６ 地域ケア会議推進事業 

地域ケア会議は、『地域の高齢者をはじめとする住民が尊厳を保持した生活を地域で継続できる地

域づくり』を目的として開催しています。 

１つの事例をもとに、地域の多職種で検討することで、介護支援専門員をはじめとする参加者全員

がともに学び、自立支援に資するケアマネジメントの実践力の向上、地域の顔の見える包括支援ネッ

トワークの構築、地域の高齢者の実態把握や地域課題の把握を行っています。 

このようにして見えてきた地域課題に対し、他の事業とも連携しながら地域づくり・社会資源の開

発や施策などを充実させ、高齢者支援の土台となる社会基盤の整備を進めていきます。 

 

○支援困難型開催回数の推移                             （回） 
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支援困難ケース検討型「地域ケア会議」開催回数（回）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

   年度 

包括名 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和 7 年度 

鳥取北 ２ ２ １０ ９ 

鳥取西 ０ １ ８ ２ 

鳥取東 ３ １０ １４ ２ 

鳥取南 ０ ２ ７ ２ 

鳥取桜ヶ丘 １ ８ ８ ３ 

鳥取高草 ０ ０ ０ ０ 

鳥取湖東 ０ ０ ０ ０ 

鳥取市東部 ０ ０ １ ０ 

鳥取市南部 １ ０ ０ ０ 

鳥取市西部 ０ ０ ０ ０ 

合 計 ７ ２３ ４８ １８ 
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【資料 10－②】 

 

○自立支援型開催回数の推移                             （回） 

※セルを結合したものについては、複数包括によるケア会議の合同実施を計上。 

 

 

※令和５年度の鳥取東、鳥取南、鳥取桜ヶ丘、鳥取高草、鳥取湖東については、合同実施のため、鳥取

東、鳥取高草で計上。 
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自立支援型「地域ケア会議」開催回数（回）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

   年度 

包括名 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和 7 年度 

鳥取北 １１ １２ １２ １２ 

鳥取西 ６ ５ ６ ５ 

鳥取東 

５ ９ 

６ ５ 

鳥取南 ５ ５ 

鳥取桜ヶ丘 ６ ５ 

鳥取高草 ５ 
６ 

３ ４ 

鳥取湖東 １ ３ ３ 

鳥取市東部 ２ ４ ５ ３ 

鳥取市南部 ６ ６ ６ ６ 

鳥取市西部 ６ ６ ６ ６ 

合 計 ４２ ４８ ５８ ５４ 
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【資料 10－②】 

７ その他高齢者や家族等の支援事業 

 

（１）認知症カフェ 

認知症の方やそのご家族の方、また認知症に関心のある方や民生委員、医療・福祉の専門職等が、

気軽に集まってお茶を飲みながらおしゃべりしたり、相談したりできる居場所、そして皆の輪がつな

がっていく場所として、認知症カフェへの紹介や参加、また運営の協力を行っています。 

（２）鳥取市認知症高齢者等ご近所見守り応援団 

認知症になってからも安心して暮らすことのできる地域づくりをめざして、認知症の人や認知症の

家族を支えるための出前講座の開催や、認知症のために行方不明になる心配のある人の事前登録制度

及び地域で認知症の人を見守る協力店の登録を推進しています。 

（３）認知症初期集中支援チーム 

各地域包括支援センターに認知症初期集中チームを設置し、医療と介護の専門職が家族等の訴え等

により、認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を訪問し、アセスメント、家族支援等の初期

の支援を包括的・集中的（おおむね６カ月）に行い、自立生活のサポートを行っています。 

（４）認知症サポーター養成講座 

認知症の知識だけでなく認知症の人に関する正しい理解を持ち、認知症の本人やその家族等ととも

に活動する人が増えるよう学校・企業・自治会などに講師を派遣し、出前講座を開催します。 
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北   東 南 桜ヶ丘 高草 湖東 東部 南部  部 

現状や課題 現状や課題 現状や課題 現状や課題 現状や課題 現状や課題 現状や課題 現状や課題 現状や課題 現状や課題 

・地域のネットワークを

構築するために、一番身

近にある  委員との連

携をおこない、相談を受

けられるように関係づく

りを行っている。 

・基幹型センターとは、

虐待・困難事例の検討を

月に 1 回の定例会で行っ

ている。また、必要時は

その都度行う。活動報告

を通し包括の状況報告を

行っている。 

・家族介護者への支援

は、利用者本人だけでな

く家族アセスメントを行

い、必要時には家族支援

を行い、生活困窮等家族

が抱える問題がある時に

は他機関へも繋いでい

る。 

・包括支援センターだけ

では対応できない、解決

に時間を要するケースが

増えている。 

・相談が解決しないま

ま、対応が途切れている

ケースがある。 

・相談が多く、複合的な

課題を持っているものも

ある。相談時の聞き取り

が大切になってくる。 

・家族全体に支援が必要

な事例で、課題が複雑

化、深刻化してから相談

につながるケースもあ

る。 

・本人と家族の意向が異

なることがある。 

・複合的な課題を持つ世

帯の高齢者をケアマネが

担当していても、他の機

関へ相談できておらず、

一人で抱えているケース

もある。 

・様々なサロンや会合に

おいて地域住 や地域関

係者（  委員等）へ対

して相談先として包括を

紹介している。また、相

談受付および対応を通じ

てネットワークの構築に

つなげている。 

・相談を受けてからの対

応が中心であり、気にな

る 齢者の把握を  委

員と協働して行う必要が

ある。 

・相談事例の終結条件は

あるものの、個人によっ

て判断に差がある。 

・ 児協定例会等に参加

し  委員との関係づく

りや、住 へ包括の紹

介、また地域へ出た際に

はアウトリーチの意識を

持ち、相談しやすい体制

作りに努めている。 

・地域ケア会議や福祉保

健連絡会等で  委員や

関係機関等と意見交換す

る場を設けネットワーク

の構築に努めている。 

・居宅支援事業所や認知

症家族の集い等市の既存

の事業を活かし、早期発

見・対応ができる仕組み

がある。 

・相談時は本人だけでな

く介護者の想いや状況を

把握し適切な社会資源の

提供を行なっている。 

・複合的な課題をもつ世

帯において、虐待対応定

例会において毎月基幹型

センターと共有を図り、

対応を協議している。 

・関連する専門機関を交

えて支援者会議を開催

し、課題を整理し、役割

分担、対応の検討を図っ

ている。 

・相談経路の分析やネッ

トワークの構築、地域課

題を具体的な支援につな

げる仕組みづくりを進め

るとともに、関係者間の

継続的な情報共有と連携

強化に取り組んでいる。

今後は、その取組の広が

りを図っていく。 

・相談事例の終結条件に

ついて職員各自が再確認

を行い、適切な判断がで

きるよう相談の質・精度

の向上を図っていく。 

・相談内容が複雑化・ 

期化するケースが増加し

ており、専門職の負担増

につながっている。 

・  委員・ 治会・地

域住 との接点が少な

く、情報が上がりにくい

地域も存在することか

ら、早期把握や支援につ

ながりにくい状況がある 

アウトリーチを進めるた

めイベントを実施した。

それにより、関係者や企

業との連携、顔の見える

関係性を構築することが

出来たが、地域の細かい

部分に浸透できたかとい

えば、一部にとどまって

いる。今後は、細かい単

位の公 館やサロン活動

など、既存の組織と上手

に連携を図りながらネッ

トワークを構築する必要

がある。 

全ての相談ではないが困

難事例など共有が必要と

判断したものは、基幹型

センターとの定例会に

て、情報共有と対応の検

討を行っている。毎月 2

 5 件程度（変動あ

り）。 

複合的な課題を持つ世帯

の相談については、包括

支援センターでは 3 職

種、それ以外では市役

所、鳥取市社会福祉協議

会、パーソナルサポート

センター等と連携し問題

を取りこぼしせず適切な

機関へつなぐことで解決

を図った。 

・独自作成の相談票一覧

を活用して、地域別の相

談内容をグラフ化するこ

とで集計・分析を行って

いる。 

・複合的な問題を抱えて

おり、なかなか解決に至

らないような、対応が 

期化する状況は変わらな

い。 

・相談の終結について、

全包括共通の終結要件を

設け、ローカルルールの

一覧にて共有できてい

る。また半年に 1 回は、

進行中の相談について結

果を検討するようルール

決めを行っている。 

・昨年再整理を行った資

源マップを基に関係機関

との連携を図る事が出来

ている。3 町の  委員

定例会に出席し、情報共

有を図っている。昨年委

員の改選があり、新たに

関係性を構築していく必

要がある。 

・相談案件について、毎

月集計し、相談別に分類

をしているが、集計の中

身を分析するまでには至

っていない。さらに詳細

なものを作っていく必要

がある。 

・家族介護者からの相談

について、内容等を記録

し、センター内で共有出

来ているが、支援が必要

な家族介護者・要介護者

を早期発見するアプロー

チまでには至っていな

い。 

・複合的な課題を持つ家

族について、ニーズに応

じて社会資源を提案し、

連携する様、取り組むこ

とは出来ているが、地域

の実態（世帯数、人数）

等の把握までには至って

いない。 

複合的な課題を有する相

談（認知症、生活困窮、

受診やサービスの拒否、

8050 問題、高齢者の危

険運転、ゴミ屋敷、孤

独・孤立等）は増加して

おり、一部のケースにつ

いては基幹型包括支援セ

ンターや  委員、関係

機関、地域住 と連携し

ながら個別支援を実施し

ているものの、困難ケー

スへの対応力の向上や、

支援ネットワークを活用

した支援体制の強化が必

要である。 
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北   東 南 桜ヶ丘 高草 湖東 東部 南部  部 

計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 

・  委員との懇談会を

行い連携が取りやすい関

係づくりをおこなう。 

・基幹型センターとの困

難事例の検討を定期的に

行い問題の共有や解決に

向けて検討する。 

・利用者本人にとどまら

ず家族支援を行う。 

・複合的な課題を持つケ

ースで対応困難な場合

は、支援者会議行い対応

策を見出す。 

・3 又は 4 職種で相談内容

を精査。対応方針を決定す

る。 

・引き続き圏域の事業所

（ケアマネと支援事業所）

の研修会は継続して開催し

ネットワーク構築を行う。 

・専門職とのネットワーク

づくり。 

・（地域ケア会議や圏域研修

等を通じて）圏域内３地区

で情報交換や意見交換を行

う研修会を開催する。 

・家族全体に支援が必要な

ケースを把握した際には、

地区担当保健師と情報共有

し、必要に応じて一緒に訪

問を行ったり支援の方向性

を検討する機会を作る。 

・対象者本人だけではな

く、介護を行う家族の困り

ごと、意向なども含め、十

分にアセスメントを行う。

遠方の家族ともできる限り

やり取りを行い、家族の意

向を把握する。 

・支援困難なケースがあれ

ば相談するよう、ケアマネ

へ再度周知し、必要に応じ

て支援会議を開催する。 

・地区担当保健師やパーソ

ナルサポートセンター、市

関係機関と連携を図りなが

ら支援を行う。 

・相談先として包括の紹

介を行う為、サロンや地

域団体の会合への参加を

継続することですぐに相

談ができる体制につなげ

る。 

・  委員と協働し、地

域の気になる高齢者宅を

同行訪問する。 

・相談対応の終結条件を

事業所内で再確認すると

ともに、週間会議を通じ

て定期的に終結の要否に

ついて所内で検討する。 

・配 サービスや  委

員へ繋げるだけでなく、

県外であっても家族間で

安否確認が取れるような

支援や地域で見守り体制

が作れるような支援な

ど、家族間や地域間のコ

ーディネートを行ってい

く。 

・地域ケア会議や福祉保

健連絡会等で地域課題を

多職種、他機関で深堀で

きる形を引き続き検討し

ていく。 

・R8 年度は圏域内で週

末のカフェを企画した

い。その中で認知症介護

家族の会またはオレンジ

カフェの開催も企画し、

平日の参加が難しい方の

資源として活用して貰い

たい。 

・虐待対応定例会を継続

し、基幹型センターと共

有を図り、対応を協議す

る。 

・関連する専門機関を交

えて支援者会議を開催

し、課題を整理や役割分

担を行い、対応の検討を

図る。 

・各包括での取り組みを

参考に保健福祉連絡会で

共有、取り組み内容を検

討していく。 

・地域へ出向く相談支援

ネットワークの継続。 

・終結の条件を再確認

し、相談事例について定

期的に見直しを行い、終

結の可否を検討する。 

複合的な課題を持つ世帯

への支援方法の改善に努

めるとともに、関係機関

との役割分担を明確化

し、支援が停滞した場合

には速やかにケース会議

を開催し、適切な機関へ

の引き継ぎを行う 

地域訪問を計画的に実施

し、地域との接点を強化

することで、早期発見・

早期支援につながるネッ

トワークづくりを推進す

る 

①総合相談：関係機関と

連携し、様々な相談に対

して総合的かつ迅速な対

応に努める。本人の意思

決定を尊重し、状況に応

じて適切な機関・制度・サ

ービスにつなげる。 

②ネットワークの構築：

高 齢 者 の 生 活 支 援 の た

め、関係機関や地域の関

係者等とのネットワーク

を強化し、適切なサービ

スや地域活動の充実につ

なげる。 

③実態把握：地域高齢者

の心身・生活状況を把握

し、地域のニーズや課題

を整理し適切な対応に努

める。潜在的な支援対象

者に対して、生活に支障

や危機的状況が生じない

よう、アプローチの検

討・検証を重ね、ネット

ワークで支えることがで

きるよう関係機関と連携

していく。 

・独自作成の相談票一覧

を活用して、集計・分析

を継続する。 

これまでの分析結果を踏

まえて、その地域に必要

と思われる情報を、啓発

活動等の機会に発信して

いく。 

・関係機関と連携・役割

分担して対応すること

で、多角的な視点で取り

組む。 

・地域に積極的に出向

き、「顔の見える関係

性」「相談しやすい関係

性」の構築に向けて取り

組む。 

・相談案件について相談

別に分類し、細かく分析

しながら、地域の実態を

把握する。 

・定期的に相談票を見返

し、「継続」「終結」を確

認し、ファイル管理を行

う過程で本当に終結で良

いかセンター内で確認を

行う。 

・困難事例については、

包括内における事例検討

会を定例化し、支援方針

の共有を図るとともに、

職員の対応力向上につな

げる。 

・支援拒否ケースやひき

こもり世帯に対しては、

訪問による関係構築を重

視したアウトリーチ型支

援を強化する。 
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資料１１-①

１　趣旨

2　令和８年度（４月３０日現在）の委託届出の結果について

指定介護予防支援業務の一部を委託する
指定居宅介護支援事業所について

　指定介護予防支援業務（介護予防ケアプラン作成等）は、地域包括支援センターが
「介護予防支援事業所」として指定を受けて実施しているが、その一部を指定居宅介護
支援事業所へ委託できる。（介護保険法115条の23第3項）

　地域包括支援センターは、委託先の事業所名称、所在地、委託内容、期間を市（指
定権者）に届け出なければならない。（介護保険法施行規則第140条の35第1項及び
第2項）

　また、指定介護予防支援業務の一部委託については、中立性及び公正性の確保を図る
ため地域包括支援センター運営協議会の議を経る必要があるため（鳥取市指定介護予
防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果
的な支援の方法に関する基準等を定める条例第15条第1項第1号）、令和８年４月３０
日現在の委託届出の結果について報告するものです。

⇒　「委託の内訳（地域包括支援センター別）」は、次頁をご覧ください。

　令和８年４月３０日現在、届出書に記載された３２事業所は、すべて指定居宅介護支
援事業所であり、委託先として適正な事業所と判断しています。
　また、この３２事業所に対し、本市の10箇所の地域包括支援センターは、令和８年
４月サービス分（５月審査分）において、５６５件の介護予防ケアプラン作成等を委託
しています。
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資料１１－②

②　指定介護予防支援業務の一部を委託する指定居宅介護支援事業所について

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 北 西 東 南 桜ヶ丘 高草 湖東 東部 南部 西部

1 3151180209 居宅介護支援事業所ふたば 医療法人社団内科小児科山脇医院 国府町稲葉丘三丁目３０３番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 26 2 9 3 0 2 1 1 8 0 0

2 3151380205
居宅介護支援センター　ル・
サンテリオン鹿野

社会医療法人　仁厚会 鹿野町今市８０番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24

3 3160190124
居宅介護支援事業所ナースく
る

株式会社　ＢＡＮＧ 大覚寺１５０番地８７ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12 3 4 1 1 1 1 0 1 0 0

4 3170100022
あすなろ西ケアプランセン
ター

社会福祉法人　あすなろ会 松原２５３番地１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 82 4 23 0 1 0 24 24 0 0 6

5 3170100121 ニチイケアセンター鳥取駅南 株式会社　ニチイ学館 的場二丁目８６番地１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 2 0 0 1 0 1 0 0 0 0

6 3170100139
鳥取高齢者介護支援センター
はまゆう

医療法人　賛幸会　 服部２０４番地１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 21 1 2 0 1 0 16 0 0 1 0

7 3170100212
居宅介護支援事業所　みやこ
苑

医療法人　アスピオス 三津１０７２番地３０７ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 0 0 0 0 0 2 4 0 0 0

8 3170100352
鳥取福祉会居宅介護支援セン
ター

社会福祉法人　鳥取福祉会 的場二丁目１番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 41 2 2 7 17 12 0 0 1 0 0

9 3170100568 橋本外科居宅介護支援事業所 医療法人　橋本外科医院 大杙２０４番地３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12 3 1 4 2 0 1 0 1 0 0

10 3170100576
ケアプランセンターいなば幸
朋苑

社会福祉法人　こうほうえん 浜坂２２８番地１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 34 30 0 0 0 0 0 4 0 0 0

11 3170100733 居宅介護支援センター 暖の里 社会福祉法人　だんのさと 吉岡温泉町５２番地１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12 0 0 0 0 0 12 0 0 0 0

12 3170101038
鳥取市社協東部ケアマネセン
ター

社会福祉法人　鳥取市社会福祉協議会 国府町糸谷１５番地１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 0 0 0 0 0 0 0 18 0 0

13 3170101111
鳥取市社協南部ケアマネセン
ター

社会福祉法人　鳥取市社会福祉協議会 用瀬町別府９６番地２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 0 0 0 0 0 0 0 0 18 0

14 3170101178
鳥取市社協西部ケアマネセン
ター

社会福祉法人　鳥取市社会福祉協議会 青谷町露谷５３番地５ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 50

15 3170101202
居宅介護支援事業所ひまわり
鳥取

社会福祉法人　親誠会 桂木７８４番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 0 1 0 0 1 0 0 3 3 0

16 3170101277 居宅介護支援事業所風紋館 医療法人　アスピオス 立川町５五丁目３１２番地１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 12 1 2 3 2 4 0 0 0 0 0

17 3170101475 ケアプランセンターもみじ庵 有限会社　ポエム 美萩野一丁目７０番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9 1 0 0 0 0 2 6 0 0 0

18 3170101525
あすなろ東ケアプランセン
ター

社会福祉法人　あすなろ会 的場一丁目１１番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 53 7 12 0 6 2 3 0 1 22 0

19 3170101723
居宅介護支援事業所　きゅう
だい

久大建材　株式会社 古海６９３番地１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0

20 3170101848
ハピネ居宅介護支援センター
雲山

株式会社　ハピネライフケア鳥取 興南町１２４番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 16 10 0 2 2 0 0 2 0 0 0

21 3170101996
メディコープとっとり居宅介
護支援事業所

株式会社　メディコープとっとり 末広温泉町２０３番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 16 7 3 1 5 0 0 0 0 0 0

介護予防ケアプラン作成等委託件数

指定介護予防支援委託事業所一覧

No 事業所番号 受託事業所の名称 法人名 所在地

【委託内容】
１　利用申込の受付
２　地域包括支援センター設置者と利用者との契約締結
３　アセスメントの実施
４　介護予防サービス・支援計画原案の作成
５　サービス担当者会議の開催

６　介護予防サービス・支援計画原案の説明、同意
７　介護予防サービス・支援計画書の交付
８　利用者、サービス提供事業者との連絡・調整
９　モニタリング
10　評価
11　給付管理業務

委託する内容
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資料１１－②

②　指定介護予防支援業務の一部を委託する指定居宅介護支援事業所について

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 北 西 東 南 桜ヶ丘 高草 湖東 東部 南部 西部

介護予防ケアプラン作成等委託件数

指定介護予防支援委託事業所一覧

No 事業所番号 受託事業所の名称 法人名 所在地

【委託内容】
１　利用申込の受付
２　地域包括支援センター設置者と利用者との契約締結
３　アセスメントの実施
４　介護予防サービス・支援計画原案の作成
５　サービス担当者会議の開催

６　介護予防サービス・支援計画原案の説明、同意
７　介護予防サービス・支援計画書の交付
８　利用者、サービス提供事業者との連絡・調整
９　モニタリング
10　評価
11　給付管理業務

委託する内容

22 3170102002 ふしの白寿苑 社会福祉法人　鳥取県厚生事業団 伏野１７７１番地３６ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 0 0 0 0 0 1 3 0 0 0

23 3170102408
なないろ居宅介護支援セン
ター

有限会社　コトブキ家具 二階町二丁目２１９番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

24 3170102465 居宅介護支援事業所あらいぶ 株式会社　アドバン 若葉台北六丁目１番９号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0

25 3170103158 居宅介護支援事業所なりすな 社会福祉法人　青谷福祉会 青谷町善田２７番地１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

26 3170103521
メディコープとっとり鹿野居
宅介護支援事業所

株式会社　メディコープとっとり 鹿野町今市２４２番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6

27 3170103539 居宅介護支援事業所さくら 株式会社　さくら 西品治６３５番地１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 16 8 8 0 0 0 0 0 0 0 0

28 3170104271
居宅介護支援センターくろー
ばー

合同会社　ＡＴＳＵＩ 賀露町北二丁目１０番２３号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 18 5 0 0 1 3 0 8 0 0 1

29 3170104370 ライフプランきずな 株式会社　ライフデザイン 興南町１１３番地２ 自然堂第一ビル ２階 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 24 6 1 3 2 1 0 5 6 0 0

30 2374900690 居宅介護支援事業所さんあい 社会福祉法人 愛知三愛福祉会 愛知県日進市米野木町南山987-104　 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

31 3170200632 ケアプランセンターかわさき 社会福祉法人　こうほうえん 鳥取県米子市上後藤3-3-3　 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

32 3171200078 居宅介護支援事業所すこやか 社会福祉法人やず 鳥取県八頭郡八頭町宮谷１２３番地　 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

565 95 70 25 41 31 66 58 39 44 96

備考：①受託事業所は、令和８年４月３０日現在で契約している事業所を記載しています。

　　　②ケアプラン委託件数は、４月サービス分（５月審査請求分）の給付管理表の作成件数で記載しています。
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